
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年（2020 年）新潟県産業連関表 

経済波及効果分析ツールの手引き 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月 

新潟県総務部統計課 

 



 
 



 

 

 

   経済波及効果分析ツールでは、主に３つの手順で作業を行うことで経済波及効果を

分析できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○作業フローのイメージ：（例）遊園地をオープンした場合の経済波及効果を求めるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 需要額等の設定 

建設費  300 億 

入場料等  50 億 

飲食費  10 億 

     etc･･ 

２ 部門分類への振り分け 

（費目）   （37 部門分類） 

建設費  ･･･      建設 

入場料等 ･･･ 対個人サービス 

飲食費  ･･･ 対個人サービス 

２で振り分けた部門分

類別の需要額を入力 

経済波及効果の分析結果出力 

３ 分析ツールへの入力 

手順１ 

需要額等の設定 

分析したい事例についての需要額（消費額や投資額等）をそれぞ

れ設定します。この需要額の設定が分析結果に大きく影響を与える

ため、より精度の高い分析ができるよう、各種統計資料やアンケー

ト結果等を用いて詳細に設定することが重要です。 

また、需要額のほかに、県内自給率や消費転換率も設定すること

が可能です。 

手順２ 

部門分類への振り分け 

分析ツールの入力シート分類品目を参考に、需要額が産業連関表

の 37 部門のうちどの部門に対応するか、振り分けをします。 

手順３ 

分析ツールへの入力 

分析ツールのシートに需要額等を入力することで、分析結果が出

力されます。 

分析の手順 １ 
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  新潟県では分析の目的によって３種類のツールを作成しています。 

 

 

  消費や投資等の需要増加がもたらす県内への経済波及効果を求めたいときに使用

します。分析ツールの基本となるものであり、37 部門ある産業部門別に需要の増加

額等を入力することで、経済波及効果を計算することができます。 

 

 

  観光客やイベント来場者等の消費支出による需要増加がもたらす県内への経済波

及効果を求めたいときに使用します。観光客数や消費支出の総額のみの把握でも分

析が可能となっています。 

 

 

建設投資（工事）が行われた場合の県内への経済波及効果を求めたいときに使用

します。住宅や工場の建築、道路や河川の土木工事など、70 種類ある工事の種類別

に工事額を入力することで、より精度の高い分析が可能となっています。 

 

 

  ○分析ツール一覧 

種類 分析目的 分析事例 

基本 消費や投資等の需要が増加した場合 

 

・県内産農林水産物の消費拡大 

・製造業の設備投資   など 

観光消費 イベントの開催等により観光客が増

加した場合 

・市民マラソン大会の開催 

・観光キャンペーンによる観光客

の増加        など 

建設 建設投資（工事）が行われた場合 

 

・県立病院の建設 

・風力発電施設の建設  など 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 分析ツールの種類 

１ 基本パターン 

２ 観光消費パターン 

３ 建設パターン 
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  【分析ツール（基本）画面】 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

○各シートの説明 

・留意事項 ･･･ 分析ツールの使用上の注意点が記載 

・入力①  ･･･ 需要額（消費額や投資額等）を入力 

・入力②  ･･･ 県内自給率（県産品で対応する割合）を入力(※) 

            初期設定値は、令和２年産業連関表の県内自給率 

・入力③  ･･･ 消費転換率（雇用者所得のうち消費に回る額の割合）を入力(※) 

         初期設定値は、R元～R3 家計調査の加重平均値 

・波及効果計算･･･経済波及効果の計算過程を示した表 

・まとめ  ･･･ 経済波及効果の計算結果がまとめられた表 

・計算結果 ･･･ 経済波及効果を統合大分類（37 部門）別で示した表 

・フロー図 ･･･ 経済波及効果の流れを示した図 

※入力②の県内自給率及び入力③の消費転換率は、初期設定値があらかじめ入力

されています。分析上、改めて設定する必要がある場合は変更が可能です。 

 

 

 

 

 

 

次ページ以降は、３種類の分析ツールの使い方について事例を示して解説します。 

分析ツールを使用して分析する際は、各ツールの「留意事項」シートを必ず読み、分

析における前提条件や注意事項をよくご理解の上ご活用ください。 

分析における注意点 

３ 分析ツールの使い方（共通事項） 
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「県産品消費拡大を目的としたキャンペーンを実施した結果、県内産の食料品、衣料

品、金属製品の消費が増加した場合の経済波及効果分析」を例に説明します。 

 

（１）需要額等の設定～計算シートへの入力 

<step1>入力①シート 

・新規需要額（消費や投資等による需要増加額）を設定します。 

今回は、県内産の食料品、衣料品、金属製品の消費がそれぞれ 10億円ずつで計

30 億円増加したと仮定します。 

・部門分類は、「飲食料品」「繊維製品」「金属製品」となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<step2>入力②シート 

・増加した需要の県内自給率（県産品で対応する割合）を設定します。 

今回は、消費の全てが県内産のため、自給率は 100%となります。 

※設定しない場合、初期設定値（R2 新潟県産業連関表の自給率）となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 分析ツール（基本）の使い方 

部門分類を選択して増加額

を入力します。 

（ここでは「飲食料品」「繊

維製品」「金属製品」に、そ

れぞれ 10億円（=1,000 百

万円）を入力しました。） 

部門分類を選択して県内自給

率を入力します。 

（ここでは「飲食料品」「繊

維製品」「金属製品」に、そ

れぞれ 100%（1.0）を入力し

ました。） 
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<step3>入力③シート 

・消費転換率（雇用者所得のうち消費に回る額の割合）を設定します。 

今回は、初期設定値をそのまま使用します。 

 ※設定しない場合、初期設定値（R元～R3 家計調査加重平均値）となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)経済波及効果計算結果の確認 【まとめシート】 

       県内産の食料品、衣料品、金属製品の消費がそれぞれ 10億円、合計で 30億円増加

した場合の経済波及効果は、37 億 4,100 万円で、雇用者が 303 人増加するという結果

となりました。 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直接効果から総合効果までの計算過程は「波及効果計算」、部門ごとの計算結果は

「計算結果」、波及効果の流れは「フロー図」シートで確認できます。 

経済波及効果 

雇用者増加数 

消費転換率を独自に設定する場

合、入力します。 

（ここでは初期設定値のままと

しています。） 

①
①～⑪の数値について次ページで

詳しく解説します 

②

③

④

⑤

⑥

⑧

⑨

⑦ ⑩

⑪
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○まとめシートの解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち県内需要額

雇用者所得誘発額

うち
県内需要額

雇用者所得誘発額

２次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

うち貯蓄額 うち消費支出額

うち
輸移入額

雇用者所得の増加

うち輸移入額

１次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

新規需要額　　　

うち
輸移入額

うち県内需要額（＝直接効果）

中間投入
粗付加価値誘発額

雇用者所得誘発額

総合効果（②＋⑤＋⑧）

②－③ 12億6,900万円
③13億6,500万円

④7億2,200万円

⑤7億2,400万円

⑥3億9,100万円

⑦1億5,800万円

①30億円

④＋⑦ 8億8,000万円

4億4,000万円

⑨2億5,400万円

⑩8,400万円

⑪37億4,100万円

②26億3,400万円

直接効果

新規需要額そのものによっ

て県内で発生する生産額のこ

と。

今回は、30億円の需要の増

加で26億3,400万円の直接効

果となった。

需要の増加により、該当部

門は12億6,900万円の原材料

等を購入した。

１次間接波及効果

直接効果で生じた需要の生

産において、必要な原材料

等の購入によって誘発され

た生産額のこと。

今回は、直接効果の原材

料等の購入額12億6,900万円

のうち、県内で発生する5億

5,100万円の需要により、7

億2,400万円の生産が県内各

産業に誘発された。

２次間接波及効果

直接効果及び１次間接波

及効果によって生じた雇用

者所得が消費に回ることに

よって誘発された生産額の

こと。

今回は、直接効果と１次

間接波及効果による雇用者

所得を合わせた8億8,000万

円のうち、消費に使われる

額は4億4,000万円となり、

この消費額のうち県内で発

生する3億400万円の需要に

より、3億8,300万円の生産

が県内各産業に誘発された。

総合効果（直接＋１次＋２次）

直接効果から２次間接波及効果までの合計のこと。本ツールでは、この総合効果を「経

済波及効果」としている。

県産品30億円の消費により、全体として県内に当初需要の1.25倍にあたる37億4,100万

円の生産が誘発された。

⑧3億8,300万円

5億5,100万円

3億400万円

3億

6,600万円

7億1,800万円

4億4,000万円

1億

3,600万円

消費転換率をかける

- 6 -



 
 

コラム：経済波及効果の仕組み 

 

新たな需要が発生したとき、その需要を満たすための生産には、原材料や部品等が必要

となります。この原材料等の購入により、新たな生産が誘発されます。（下記イメージ図、

間接効果①） 

また、この間接効果①で生じる需要を満たすために原材料等を購入することで、さらに

新たな生産が誘発され、（間接効果②）以下③、④･･･と間接効果は続いていきます。 

このように、新たな需要によって生じた生産に必要となる原材料等の購入により生じた

全ての生産、すなわち間接効果①、②、③･･･を全て足し合わせたものが、１次間接波及効

果となります。 

また、直接効果と１次間接波及効果から生じた雇用者所得（賃金）の増加分が新たに消

費に回ることで生じた生産活動から誘発された間接効果を全て足し合わせたものが、２次

間接波及効果となります。 

新潟県が作成した分析ツールでは、この間接効果の計算において、「逆行列係数」（下記

イメージ図のように、ある産業に１単位の需要が生じると、直接・間接の波及効果によ

り、各産業の生産額が最終的にどれくらいになるかを示す係数）を用いることで、経済波

及効果を簡易的に算出することが可能となっています。 

 

図：経済波及効果のイメージ（県外からの輸移入がないものと仮定した場合のモデル図） 

・・・

利益 賃金(ウ)

利益 賃金(イ)

利益 賃金(ア)

・・・

利益 賃金

利益 賃金

利益 賃金

　賃金増加（ア＋イ＋ウ＋･･･）

消費関連産業の需要増加

間接効果① 間接効果② 間接効果③

消費関連
産業の生産

原材料
原材料

原材料

新たな需要の発生

間接効果① 間接効果② 間接効果③

製品X
の生産

原材料
原材料

原材料

直接効

１次間接波及効果

（①＋②＋③＋･･･）

２次間接波及効果

（①＋②＋③＋･･･）

以下、④、⑤･･･と間接効果が

以下、④、⑤･･･と間接効果が続
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「市民マラソンイベントを開催した場合の経済波及効果分析」を例に説明します。 

 

（１） 需要額等の設定～計算シートへの入力 
<step1>大会運営費の設定 

・予算書等を参考に、イベントの開催にかかる運営費の金額と費目を設定し、

産業連関表の部門分類（37 部門）に仕分けます。 

・今回は、開催費の総額を１億 5,000 万円に設定し、それぞれ費目ごとに仕分

けを行いました。（表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 分析ツール（観光消費）の使い方 

表１　市民マラソン運営費内訳 （単位：千円）
費目 金額 具体的使途

飲食料品費 6,000 飲料水、捕給食等 11 飲食料品

表彰費 16,500 参加記念品（タオル・Tシャツ等） 15 繊維製品

事務用品費（１） 1,000 紙・板紙・加工紙 16 パルプ・紙・木製品

医薬品費 1,000 医薬品購入 20 化学製品

印刷製本費 8,000 大会ポスター、パンフレット印刷等 39 その他の製造工業製品

保険料 3,000 マラソン保険加入料等 53 金融・保険

支払手数料 500 道路使用許可申請手数料等 53 金融・保険

道路輸送費 10,000 大会会場発着シャトルバス運行 57 運輸・郵便

郵送費 1,000 参加者抽選結果通知等 57 運輸・郵便

通信費 1,000 事務連絡経費 59 情報通信

医療費 1,000 診療費（救護、応急処置） 64 医療・福祉

調査費 5,000 大会コース計測・設定等 66 対事業所サービス

会場使用費 3,000 陸上競技場等使用料 66 対事業所サービス

会場装飾費 18,000 大会看板、のぼり等作成 66 対事業所サービス

警備費 20,000 沿道警備、誘導員配置 66 対事業所サービス

物品賃貸費 35,000 運営車両、計測機器、テント等借り上げ 66 対事業所サービス

広告費 18,000 テレビ・ラジオ・新聞・雑誌・その他広告等 66 対事業所サービス

事務用品費（２） 2,000 その他事務用品 68 事務用品

計 150,000

産業連関表部門分類
(37部門)

- 8 -



 
 

<step2>イベント参加者の消費支出の設定（観光消費推計シート） 

・イベント参加者の消費支出額を設定します。収集できるデータの内容によっ

て、以下の３パターンのいずれかを選択します。 

   ①来場者数を把握している場合  ②消費支出額を把握している場合 

   ③費目別の消費支出額を把握している場合 

・今回は、①の来場者（参加者）の人数のみを把握している場合とします。 

・イベント参加者を、宿泊者と日帰り者に分けます。 

   イベント参加者数：18,000 人 （宿泊 1,200 人、日帰り：16,800 人） 

《内訳》ランナー：12,000 人 （宿泊：1,200 人、日帰り：10,800 人） 

        観客  ：6,000 人 （宿泊：0人、  日帰り：6,000 人） 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント参加者の人数を、宿泊・日帰り別で入

力します。 

（ここでは宿泊に 1,200 人、日帰りに 16,800

人を入力しました。） 

イベント参加者の消費支出額が、産業連関表の

部門分類（37部門）別に自動計算されます。 
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<step3>消費支出額の合算 

step1 で設定した部門分類別大会運営費と、step2 で計算したイベント参加者

の部門分類別消費支出額を合算し、イベント全体の需要額を求めます。今回は

４億 8,384 万円となりました。（表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<step4>入力①シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

step3 で合算した部門分類別の消費支出額

（表２の値）を入力します（百万円単位）。 

表２　新規需要額の合算結果 （単位：千円）

産業連関表部門分類 産業連関表部門分類
(37部門) (37部門)

農林漁業 9,842 0 9,842 その他の製造工業製品 30,832 8,000 38,832
鉱業 0 0 0 建設 0 0 0
飲食料品 22,592 6,000 28,592 電力・ガス・熱供給 0 0 0
繊維製品 7,319 16,500 23,819 水道 0 0 0
パルプ・紙・木製品 0 1,000 1,000 廃棄物処理 0 0 0
化学製品 1,101 1,000 2,101 商業 0 0 0
石油・石炭製品 33,980 0 33,980 金融・保険 0 3,500 3,500
プラスチック・ゴム製品 0 0 0 不動産 0 0 0
窯業・土石製品 1,072 0 1,072 運輸・郵便 101,192 11,000 112,192
鉄鋼 0 0 0 情報通信 0 1,000 1,000
非鉄金属 0 0 0 公務 0 0 0
金属製品 0 0 0 教育・研究 3,818 0 3,818
はん用機械 0 0 0 医療・福祉 0 1,000 1,000
生産用機械 0 0 0 他に分類されない会員制団体 997 0 997
業務用機械 0 0 0 対事業所サービス 4,338 99,000 103,338
電子部品 0 0 0 対個人サービス 116,754 0 116,754
電気機械 0 0 0 事務用品 0 2,000 2,000
情報通信機器 0 0 0 分類不明 0 0 0
輸送機械 0 0 0 計 333,838 150,000 483,838

合計
参加者の
消費支出

大会
運営費

合計
参加者の
消費支出

大会
運営費
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<step5>入力②シート 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<step6>入力③シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自給率を独自に設定

する場合、部門分類

を選択して、県内自

給率を入力します。 

（ここでは初期設定

値のままとしていま

す。） 

消費転換率を独自に設定する場

合、入力します。 

（ここでは初期設定値のままと

しています。） 
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 (２)経済波及効果計算結果の確認【まとめシート】 

  大会運営費 1億 5,000 万円、参加者 1万 8,000 人の市民マラソン大会を開催した場合、新

潟県内への経済波及効果は 5億 3,200 万円で、雇用者が 52人増加という結果となりまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直接効果から総合効果までの計算過程は「波及効果計算」、部門ごとの計算結果は

「計算結果」、波及効果の流れは「フロー図」シートで確認できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済波及効果 

雇用者増加数 

①～⑪の数値について次ページで

詳しく解説します 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪
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○まとめシートの解説 

 

うち県内需要額

雇用者所得誘発額

うち
県内需要額

雇用者所得誘発額

２次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

うち貯蓄額 うち消費支出額

うち
輸移入額

雇用者所得の増加

うち輸移入額

１次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

新規需要額　　　

うち
輸移入額

うち県内需要額（＝直接効果）

中間投入
粗付加価値誘発額

雇用者所得誘発額

総合効果（②＋⑤＋⑧）

②－③ 1億5,700万円

③2億円

④1億900万円

⑤1億1,600万円

⑥6,700万円

⑦2,800万円

①4億8,400万円

④＋⑦ 1億3,700万円

6,800万円

⑨3,900万円

⑩1,300万円

⑪5億3,200万円

②3億5,700万円

直接効果

新規需要額そのものによっ

て県内で発生する生産額のこ

と。

今回は、4億8,400万円の需

要の増加で3億5,700万円の直

接効果となった。

需要の増加により、該当部

門は1億5,700万円の原材料等

を購入した。

１次間接波及効果

直接効果で生じた需要の生

産において、必要な原材料

等の購入によって誘発され

た生産額のこと。

今回は、直接効果の原材

料等の購入額1億5,700万円

のうち、県内で発生する

8,800万円の需要により、1

億1,600万円の生産が県内各

産業に誘発された。

２次間接波及効果

直接効果及び１次間接波

及効果によって生じた雇用

者所得が消費に回ることに

よって誘発された生産額の

こと。

今回は、直接効果と１次

間接波及効果による雇用者

所得を合わせた1億3,700万

円のうち、消費に使われる

額は6,800万円となり、この

消費額のうち県内で発生す

る4,700万円の需要により、

6,000万円の生産が県内各産

業に誘発された。

総合効果（直接＋１次＋２次）

直接効果から２次間接波及効果までの合計のこと。本ツールでは、この総合効果を「経

済波及効果」としている。

市民マラソン大会の開催により、全体として県内に当初需要の1.10倍にあたる5億

3,200万円の生産が誘発された。

⑧6,000万円

8,800万円

4,700万円

1億

2,700万円

6,900万円

6,900万円

2,100万円

消費転換率をかける
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「県立病院と関連施設の建設工事による経済波及効果分析」を例に説明します。 

 

（１）需要額等の設定～計算シートへの入力 

<step1>建設工事額の設定 

・今回は、増加額（新規需要額）として、県立病院及び関連施設の建設工事で 100

億円投資したと仮定します。 

・本ツールでは、70 種類の工種別に建設工事額を設定することで、より精度の高

い分析を行うことができます。 

・今回は、以下のとおり建設工事を３種類に分けます。（表３） 

 

 

 

 

 

 

    ・なお、産業連関表においては、県内で行われる建設工事に関する需要は全て県内で

生産（供給）されるものとして、県内自給率は 100%となります。 

・そのため、本ツールにおいても自給率は 100%としており、任意の数値を設定するこ

とはできません。 

 

<step2>入力①シート 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

工事種類別の建設工事費を入力します。 

（ここでは、表３のとおり、「SRC 事務

所」に 9,000 百万円、「RC 住宅」に 600

百万円、「道路改良」に 400 百万円を入

力しました。） 

６ 分析ツール（建設）の使い方 

表３　事業費の内訳

内訳 事業費 工事の種類

病院本体工事 90億円 ＳＲＣ（鉄骨鉄筋コンクリート造）事務所

看護師宿舎工事 6億円 ＲＣ（鉄筋コンクリート造）住宅

周辺道路工事 4億円 道路改良事業

事業費計 100億円
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<step3>入力②シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(２)経済波及効果計算結果の確認【まとめシート】 

  県立病院及び関連施設の建設工事に 100 億円投資した場合の経済波及効果は、149 億

3,000 万円で、雇用者が 1,107 人増加するという結果となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直接効果から総合効果までの計算過程は「波及効果計算」、部門ごとの計算結果は

「計算結果」、波及効果の流れは「フロー図」シートで確認できます。 

 

経済波及効果 

雇用者増加数 

消費転換率を独自に設定する場

合、入力します。 

（ここでは初期設定値のままと

しています。） 

①～⑪の数値について次ページで

詳しく解説します 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪
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○まとめシートの解説 

 

うち県内需要額

雇用者所得誘発額

うち
県内需要額

雇用者所得誘発額

新規需要額　　　

雇用者所得誘発額

うち県内需要額（＝直接効果）

中間投入
粗付加価値誘発額

うち輸移入額

１次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

雇用者所得の増加

２次間接波及効果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

うち消費支出額うち貯蓄額

うち
輸移入額

23億4,900万円

総合効果（②＋⑤＋⑧）

②－③ 49億1,400万円

③50億8,600万円

④35億3,900万円

⑤30億5,500万円

⑥16億9,200万円

⑦7億7,100万円

①100億円

④＋⑦ 43億1,000万円

21億5,600万円

⑨12億4,400万円

⑩4億1,100万円

⑪149億3,000万円

②100億円

直接効果

新規需要額そのものによっ

て県内で発生する生産額のこ

と。

今回は、100億円の需要の

増加で100億円の直接効果と

なった。

需要の増加により、該当部

門は49億1,400万円の原材料

等を購入した。

１次間接波及効果

直接効果で生じた需要の生

産において、必要な原材料

等の購入によって誘発され

た生産額のこと。

今回は、直接効果の原材

料等の購入額49億1,400万円

のうち、県内で発生する23

億4,900万円の需要により、

30億5,500万円の生産が県内

各産業に誘発された。

２次間接波及効果

直接効果及び１次間接波

及効果によって生じた雇用

者所得が消費に回ることに

よって誘発された生産額の

こと。

今回は、直接効果と１次

間接波及効果による雇用者

所得を合わせた43億1,000万

円のうち、消費に使われる

額は21億5,600万円となり、

この消費額のうち県内で発

生する14億8,800万円の需要

により、18億7,500万円の生

産が県内各産業に誘発され

た。

総合効果（直接＋１次＋２次）

直接効果から２次間接波及効果までの合計のこと。本ツールでは、この総合効果を「経

済波及効果」としている。

県立病院及び関連施設の建設投資により、全体として県内に当初需要の1.49倍にあた

る149億3,000万円の生産が誘発された。

⑧18億7,500万円

14億8,800万円

25億6,500万円

21億5,400万円

6億

6,800万円

消費転換率をかける
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